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 1 予算案の概要

 (1)　予算編成の基本的考え方

○「地域経済活性化・防災対策特別枠」の内容等

　区　分 内　　　容

・補助、交付金事業　　　　　　　　２０.０億円

・県単事業　　　　　　　　　　　　１７.８億円

                　　　　　　　計　３７.８億円

　※　県単公共事業総額　２３年度６月補正後比：２.３％増

・防災映像伝送システム強化対策　　　３.８億円

・県立学校緊急耐震対策事業　　　　  ６.６億円

・木造住宅耐震化リフォーム支援事業  ０.５億円（事業規模:　６億円程度）

・太陽光発電システム導入促進事業　  １.５億円（事業規模:５３億円程度）

　　 　　　　　　　　 　　　　計　１２.４億円

合　計 ５０億円程度

□　平成２４年度当初予算編成に当たっては、

　　  (1) 財政改革の着実な実行

　　　(2) 平成２４年度重点施策の推進

 
　

　

　

      (3) 役割分担等を踏まえた施策の構築・県民総力戦による実行

　を基本方針として検討

□　口蹄疫の影響等により停滞している地域経済の活性化を図るとともに、東日本大震災等

　を踏まえた県民生活の安全を確保するための取組を進めるため、別枠の重点措置として、

　「地域経済活性化・防災対策特別枠」を設置（５０億円程度）

□　公債費に係る経理の明確化や公債費負担の平準化等を図るため、県債の元利償還金等の

　管理を行う「公債管理特別会計」を設置

□　平成２４年度当初予算は、２年目となる「第三期財政改革推進計画」を着実に推進しな

　がら、厳しさの続く本県の社会経済情勢を踏まえ、地域経済循環システムの構築や将来の

　産業展開に向けた取組を進めるとともに、緊急的な措置が必要な防災対策の推進や医療の

　確保、子育て支援など、全ての県民が安心したくらしを営むことができる環境整備を図る

　「みやざきの元気・安心創出予算」として編成

【参考】

公共事業の追加措置

その他の措置

１ 予 算 案 の 概 要

〔重点施策〕

① 産業・雇用づくり（地域経済活性化）

② 安全・安心なくらしづくり（地域連携・交流の促進）

③ 地域を支える人財づくり（地域の絆の強化）
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 1　予算案の概要

 (2)　予算規模

※　対前年度比は平成２３年度６月補正後予算との比較、十万円単位で四捨五入（以下同じ。）

○　予算規模の状況 （単位：千円、％）

区　　　分
対前年度
増減率

-1.3

(1.7)

特 別 会 計 2,067.4

公営企業会計 7.8

※　（　）書きは、公債管理特別会計を含めた数値（一般会計と公債管理特別会計を純計）

(9,722,300)
580,550,000

□　一般会計の予算規模は、人件費等の義務的経費の削減等に加え、今回、公債管理特別

　会計を設置したことに伴い､５,７２８億３,０００万円(対前年度比７７億２０百万円、

　１.３％減)

　　なお、特殊要因を除く実質的な予算規模を比較するため、一般会計と公債管理特別会

　計を純計すると５,９０２億７,２３０万円（対前年度比９７億２２百万円､１.７％増)

□　特別会計（合計１５会計）は、１,２５４億９,６６７万５千円(対前年度比１,１９７

　億７百万円、２,０６７.４％増）となり、公債管理特別会計を設置したこと等により、

　大幅に増加

□　公営企業会計（４会計）は、４１８億１,１８６万円（対前年度比３０億１４百万円、

　７.８％増)で、電気事業会計以外の３会計が増）

平成２４年度
当初予算

平成２３年度
６月補正後

対前年度
増減額

一 般 会 計

41,811,860 3,013,960

119,706,576

-7,720,000

38,797,900

5,790,099125,496,675

572,830,000
(590,272,300)

    　  　【参考】地方財政計画(通常収支分)の対前年度増減率　▲０.８％

　　　　  　　    国の予算(一般会計)の対前年度増減率　　　　▲２.２％

○　当初予算規模の推移（一般会計）

○　当初予算の対前年度比の推移 （単位：％）

１９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４

▲ 1.3
(＋ 1.7)

※　平成１９年度及び平成２３年度は、６月補正後の数値

※　(　)書きは、公債管理特別会計を含む対前年度比

0.6

年　度

対前年度比 ▲ 2.6 ▲ 1.0 0.6 2.6

4,153

6,812

5,806
5,728

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

億円

年度
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 1 予算案の概要

 (3)　歳入予算の特徴（一般会計）

○　歳入予算の状況

      （単位：千円、％）

 区　　　　　分
平成２４年度
当初予算

構成比
平成２３年度
６月補正後

構成比
対前年度
増 減 額

対前年度
増減率

自　主　財　源 213,776,004 37.3 220,420,115 38.0 -6,644,111 -3.0

依　存　財　源 359,053,996 62.7 360,129,885 62.0 -1,075,889 -0.3

歳　入　合　計 572,830,000 100.0 580,550,000 100.0 -7,720,000 -1.3

※　構成比は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

□　自主財源比率は、３７.３％で前年度比０.７ポイント減。県税は前年度から増加し、

　構成比は０.７ポイント増。また、繰入金の構成比は０.６ポイント減

□　依存財源比率は、６２.７％で前年度比０.７ポイント増。地方交付税の構成比は前年

　度から増加し、０.６ポイント増。県債は、発行額は減少したが、構成比では０.１ポイ

　ント増

2,138億円
(37.3%)

3,591億円
(62.7%)

県税

810億円
14.1%

諸収入

523億円
9.1%

繰入金

474億円
8.3%

地方消費税清算金

219億円
3.8%

使用料・手数料など

112億円
2.0%

地方交付税

1,837億円
32.1%

国庫支出金

787億円
13.7%

県債

789億円
13.8%

地方譲与税など

178億円
3.1%

歳 入

５,７２８億円

自主財源

依存財源
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 1 予算案の概要

①　自主財源

※　予算額は、十万単位で四捨五入（以下同じ。）

○　自主財源の状況
      （単位：千円、％）

構成比 構成比
対前年度
増 減 率

37.3 38.0 -3.0

14.1 13.4 3.8

3.8 3.7 2.4

0.4 1.2 -68.4

1.4 1.4 0.7

0.2 0.1 16.7

0.0 0.4 -96.1

8.3 8.9 -8.1

(3.2) (3.4) (-5.4)

0.0 0.0 －

9.1 8.9 0.7

○　自主財源比率の推移（当初予算ベース）       （単位：％）

１９ ２１ ２３

38.5 37.0 38.0

※　平成１９年度及び平成２３年度は、６月補正後の数値

□　県税は、年少扶養控除の廃止等による個人県民税の増、法人事業税及び地方消費税

　の増等により、８０９億６０百万円（対前年度比２９億８０百万円、３.８％増）

□　分担金及び負担金は、国営土地改良事業に係る地元負担金繰上償還の減等により、

　２１億１９百万円（対前年度比４５億８３百万円、６８.４％減）

□　財産収入は、公募方式による自動販売機の設置に伴う増等により、１０億１１百万

　円（対前年度比１億４５百万円、１６.７％増）

□　寄附金は、団体からの寄附の減等により、８０百万円（対前年度比１９億７９百万

　円、９６.１％減）

□　繰入金は、国の経済対策等により積み立てられた基金からの繰入れの減等により、

　４７３億９０百万円（対前年度比４１億５１百万円、８.１％減）

　  なお、財源調整のための財政関係２基金からの繰入れは、１８４億２５百万円で、

　平成２４年度末の残高は、３０９億円程度となる見込み

37.3

２４

36.2

２２

38.6

２０

自主財源比率

年　　　度

144,627

-1,978,566

-4,150,866

(-1,056,574)

0

379,181

51,540,639

(19,481,670)

0

51,938,203

対前年度
増 減 額

-6,644,111

2,980,000

505,334

-4,582,948

59,127

0

52,317,384

平成２３年度
６月補正後

220,420,115

77,980,000

21,386,185

6,701,667

7,948,923

866,339

2,058,159

2,118,719

8,008,050

1,010,966

79,593

47,389,773

18,425,096

地方消費税清算金

県 税

自 主 財 源

平成２４年度
当初予算

213,776,004

80,960,000

21,891,519

 区　　　　　分

使用料及び手数料

分担金及び負担金

諸 収 入

繰 越 金

(うち財源調整分)

繰 入 金

寄 附 金

財 産 収 入
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 1 予算案の概要

○　県税伸び率の推移
      （単位：％）

年　　　度 １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４

17.6 ▲ 9.1 ▲ 10.9
( 4.0) (▲ 5.4) (▲ 6.1)

※　１９年度の（　）書きは、税源移譲、税制改正の影響を除いた伸び率

※　２１年度、２２年度の（　）書きは、地方法人特別税の影響を除いた伸び率

○　基金（財政関係２基金）残高の推移（各年度末）
（単位：億円）

年　　度 １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４

445 437 427 514 492 309

(472) (473) (471) (568) (554) (377)

※　平成２３年度は２月補正後、２４年度は当初予算後の見込額

※　基金残高は、公債管理特別会計管理分相当額を除く額

※ （  ）書きは、公債管理特別会計管理分相当額を含む額

3.8▲ 4.0県税伸び率 0.0

基 金 残 高

210

874 

514 492

309 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

億円

年度

- 5 -



 1  予算案の概要

②　依存財源

○　依存財源の状況
      （単位：千円、％）

平成２４年度
当初予算

構成比
平成２３年度
６月補正後

構成比
対前年度
増 減 額

対前年度
増 減 率

359,053,996 62.7 360,129,885 62.0 -1,075,889 -0.3

地 方 譲 与 税 16,929,000 3.0 15,676,000 2.7 1,253,000 8.0

地 方 特 例 交 付 金 244,000 0.0 1,235,000 0.2 -991,000 -80.2

地 方 交 付 税 183,737,000 32.1 182,923,000 31.5 814,000 0.4

交通安全対策特別交付金 607,000 0.1 557,000 0.1 50,000 9.0

国 庫 支 出 金 78,650,896 13.7 80,252,185 13.8 -1,601,289 -2.0

県 債 78,886,100 13.8 79,486,700 13.7 -600,600 -0.8

（臨時財政対策債除き） (36,986,100) (6.5) (37,164,700) (6.4) (-178,600) (-0.5)

（臨時財政対策債） (41,900,000) (7.3) (42,322,000) (7.3) (-422,000) (-1.0)

 区　　　　　分

依 存 財 源

□　地方交付税は、前年度を上回る１,８３７億３７百万円(対前年度比８億１４百万円､

　０.４％増)。一方、地方交付税の代替財源である臨時財政対策債は、４１９億円と減

　少し（対前年度比４億２２百万円、１.０％減)、地方交付税と臨時財政対策債の合計

　では、２,２５６億３７百万円（対前年度比３億９２百万円、０.２％増）

□　地方譲与税は、地方法人特別譲与税の増等により、１６９億２９百万円（対前年度

　比１２億５３百万円、８.０％増）

□　地方特例交付金は、子ども手当特例交付金の廃止等により、２億４４百万円（対前

  年度比９億９１百万円、８０.２％減）

□  国庫支出金は、補助公共事業の減等により、７８６億５１百万円（対前年度比１６

　億１百万円、２.０％減）

□  県債は、臨時財政対策債の減等により、７８８億８６百万円（対前年度比６億１百

　万円､０.８％減）。また､臨時財政対策債を除く県債は、投資的経費の抑制等により､

　３６９億８６百万円（対前年度比１億７９百万円、０.５％減)

　

□　平成２４年度末の県債残高見込みは、１兆５１９億円程度で、平成２３年度末見込

　み（１兆５３１億円）に比べ１２億円程度の減。なお、臨時財政対策債及び口蹄疫対

　策転貸債等を除く実質的な県債残高は､５,９９２億円程度で、平成２３年度末見込み

　（６,２９７億円）に比べ３０５億円程度の減

- 6 -



 1  予算案の概要

○　地方交付税及び臨時財政対策債の状況
（単位:百万円、％）

区　　　　分

地 方 交 付 税

臨時財政対策債

計

○　県債の状況 （単位:億円、％）

区　　　　分

※　(　)書きは、臨時財政対策債及び口蹄疫対策転貸債等を除いた数値

　　　　　　　　口蹄疫対策転貸債等は、その全額を財団へ貸し付け、財団からの返済金により償還金の全額が賄われる。

　　　〔県債発行額及び県債残高の推移〕　　

　　　　　　　　臨時財政対策債は、地方交付税の代替財源として措置され、その償還金の全額が後年度交付税措置される。

42,322

(▲ 4.8)
県　債　残　高

(5,992)
※　県債残高は、年度末残高の見込額（平成２３年度は２月補正後）

10,519 10,531 ▲ 12 

41,900

▲ 0.1 

(6,297) (▲305)

増減額 増減率

▲ 1.0 ▲ 422 

▲  6 ▲ 0.8 

392 225,245225,637

789

0.2 

795

増減率増減額
平成２３年度
６月補正後

平成２４年度
当初予算

平成２４年度
当初予算

平成２３年度
６月補正後

0.4 814 182,923183,737

県 債 発 行 額
(370) (372) (▲  2) (▲ 0.5)

11,0002,500

県債残高（億円）県債発行額（億円）

除く理由

○　県債依存度の推移（当初予算ベース） （単位：％）

年　　度

県 債 依 存 度

臨時財政対策債除き

※　平成１９年度及び平成２３年度は、６月補正後の数値

6.5  

２１

6.3  7.2  7.6  7.6  6.2  

16.1  13.5  13.8  11.0  

１９ ２０ ２４

11.8  15.6  

２２ ２３

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

0

500

1,000

1,500

2,000

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 年度

口蹄疫対策転貸債等

臨時財政対策債

その他の県債

県債残高

臨時財政対策債及び

口蹄疫対策転貸債等

を除く県債残高

口蹄疫対策転貸債等

1，200億円発行
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 1 予算案の概要

 (4)　歳出予算の特徴（一般会計）

○　歳出予算（性質別）の状況

2,612億円
(45.6%)

1,096億円
(19.1%)

2,020億円
(35.3%)

人件費・教育

976 億円

人件費・警察

208 億円

人件費・その他,
343 億円

公債費

949億円
(16.6%)

扶助費

135億円
(2.3%)

補助

572億円

単独

240億円

直轄

130 億円災害復旧事業費

154億円
(2.7%)

補助費等

1,208億円,
(21.1%)

貸付金

451億円
(7.9%)

その他

361億円
(6.3%)

歳 出

５,７２８億円

人件費

1,528億円
(26.7%)

普通建設事業費

943億円
(16.5%)

義務的経費

投資的経費

その他

一般行政経費

      （単位：千円、％）

平成２４年度
当初予算

構成比
平成２３年度
６月補正後

構成比
対前年度
増 減 額

対前年度
増減率

261,170,834 45.6 268,116,672 46.2 -6,945,838 -2.6

人 件 費 152,808,310 26.7 157,377,168 27.1 -4,568,858 -2.9

扶 助 費 13,455,974 2.3 13,857,227 2.4 -401,253 -2.9

公 債 費 94,906,550 16.6 96,882,277 16.7 -1,975,727 -2.0

109,649,363 19.1 118,705,609 20.4 -9,056,246 -7.6

普通建設事業費 94,274,243 16.5 103,330,489 17.8 -9,056,246 -8.8

（ う ち 補 助 ） (57,223,456) (10.0) (60,628,273) (10.4) (-3,404,817) (-5.6)

（ う ち 単 独 ） (24,031,827) (4.2) (25,044,253) (4.3) (-1,012,426) (-4.0)

（ う ち 直 轄 ） (13,018,960) (2.3) (17,657,963) (3.0) (-4,639,003) (-26.3)

災害復旧事業費 15,375,120 2.7 15,375,120 2.6 0 0.0

202,009,803 35.3 193,727,719 33.4 8,282,084 4.3

572,830,000 100.0 580,550,000 100.0 -7,720,000 -1.3

※　構成比は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

※　普通建設事業費の補助、単独には、それぞれ受託事業を含む。

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

区　　　　　分

歳 出 合 計

その他一般行政経費

(16.5%)
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 1　予算案の概要

①　義務的経費

□　義務的経費は、人件費、扶助費、公債費とも減少し、２,６１１億７１百万円(対前年度比

　６９億４６百万円、２.６％減）

□  人件費は、職員給与の改定及び退職者数の減等により、１,５２８億８百万円(対前年度比

　４５億６９百万円、２.９％減）。このうち、退職手当は、１２１億９４百万円(対前年度比

　１１億６５百万円、８.７％減）

□　扶助費は、制度改正による障がい児施設給付費の一般行政経費への移行等により、１３４

　億５６百万円（対前年度比４億１百万円、２.９％減）

□　公債費は、５年振りに減少し、９４９億７百万円（対前年度比１９億７６百万円､２.０％

　減）

②　投資的経費

□　投資的経費は、「第三期財政改革推進計画」に基づく公共事業の縮減・重点化や施設建設

　の抑制などにより、１,０９６億４９百万円（対前年度比９０億５６百万円、７.６％減）

□　普通建設事業費は、「地域経済活性化・防災対策特別枠」の措置等による県単公共事業や

　新総合防災情報ネットワーク整備事業が増加する一方で、補助公共事業や直轄事業負担金、

　企業立地関係の補助金の減等により、９４２億７４百万円（対前年度比９０億５６百万円、

　８.８％減）

□　災害復旧事業費は、年間所要見込額を前年度と同額としたことにより、１５３億７５百万

　円(対前年度比±０.０％)

③　一般行政経費

□　一般行政経費は、貸付金の増等により、２,０２０億１０百万円(対前年度比８２億８２百

　万円、４.３％増）

□　補助費等は、国民健康保険助成費や介護保険対策費などの社会保障関係費が増加する一方

　で、選挙執行経費や雇用関係の基金事業費等の減少により､１,２０８億３２百万円（対前年

　度比８億２７百万円、０.７％減)

□　貸付金は、中小企業融資制度貸付金の増等により、４５０億７９百万円（対前年度比１７

　億３８百万円、４.０％増）
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 1  予算案の概要

○　歳出予算（款別）の状況

教育費

1,156億円
(20.2%)

公債費

1,023億円
(17.9%)

民生費

792億円
(13.8%)

土木費

662億円
(11.5%)

農林水産業費

502億円
(8.8%)

商工費

431億円
(7.5%)

警察費288億円(5.0%)

総務費263億円(4.6%)

衛生費

193億円
(3.4%)

災害復旧費

154億円
(2.7%)

その他

265億円
(4.6%)

歳 出

５,７２８億円

（単位：千円、％）

区　　　分
平成２４年度

当初予算
構成比

平成２３年度
６月補正後

構成比
対前年度
増 減 額

対前年度
増減率

議 会 費 1,138,244 0.2 1,223,027 0.2 -84,783 -6.9

総 務 費 26,297,764 4.6 26,572,478 4.6 -274,714 -1.0

民 生 費 79,230,034 13.8 76,873,456 13.2 2,356,578 3.1

衛 生 費 19,310,326 3.4 20,955,658 3.6 -1,645,332 -7.9

労 働 費 3,087,692 0.5 6,415,228 1.1 -3,327,536 -51.9

農林水産業費 50,171,650 8.8 54,268,261 9.3 -4,096,611 -7.5

商 工 費 43,098,540 7.5 43,981,754 7.6 -883,214 -2.0

土 木 費 66,153,220 11.5 68,785,508 11.8 -2,632,288 -3.8

警 察 費 28,808,097 5.0 28,110,400 4.8 697,697 2.5

教 育 費 115,620,962 20.2 119,914,417 20.7 -4,293,455 -3.6

災 害 復 旧 費 15,375,120 2.7 15,375,120 2.6 0 0.0

公 債 費 102,287,594 17.9 96,900,163 16.7 5,387,431 5.6

諸 支 出 金 22,150,757 3.9 21,074,530 3.6 1,076,227 5.1

予 備 費 100,000 0.0 100,000 0.0 0 0.0

歳 出 合 計 572,830,000 100.0 580,550,000 100.0 -7,720,000 -1.3
※ 構成比は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。
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 1 予算案の概要

○　各費目の主な事業及び対前年度比増減の主な要因
＊ 金額は千万円単位で四捨五入

□　総務費（対前年度比　１.０％減）

　【主な事業】　県税の賦課徴収費（２２億円)、防災行政無線管理費（１８億円)、庁舎

　　　　　　　管理等の財産管理費（１０億円)、市町村合併支援費（３億円）等

　【増減要因】　新総合防災情報ネットワーク整備事業の増、退職手当及び県議会議員選

　　　　　　　挙経費の減等

□　民生費（対前年度比　３.１％増）

　【主な事業】　高齢者医療対策費（１５３億円)、国民健康保険助成費（１３２億円)、

　　　　　　　介護保険対策費（１５１億円）、児童手当県負担金（３１億円）等

　【増減要因】　高齢者医療対策費、国民健康保険助成費、介護保険対策費、児童手当県

              負担金の増等

□　衛生費（対前年度比　７.９％減）

　【主な事業】　県立病院管理費（４５億円)、難病等対策費（１３億円)、地域医療再生

　　　　　　　基金事業費(２４億円)、救急医療対策費(５億円)、へき地医療対策費（２

　　　　　　　億円）等

　【増減要因】　医療施設耐震化臨時特例基金事業費、医師・看護師等育成・確保・活用

　　　　　　　基金事業費の減等

□　労働費（対前年度比　５１.９％減）

　【主な事業】　緊急雇用創出事業臨時特例基金事業費（１５億円）、県立産業技術専門

　　　　　　　校費（６億円）等

　【増減要因】　ふるさと雇用再生特別基金事業費、緊急雇用創出事業臨時特例基金事業

　　　　　　　費の減等

□　農林水産業費（対前年度比　７.５％減）

　【主な事業】　農業農村整備事業、山地治山事業、水産基盤整備事業などの公共事業費

　　　　　　　（２２９億円）、木材産業振興対策費（２２億円）、林業・木材産業構造

  　　　　　　改革事業費（８億円）、青年農業者育成確保総合対策事業費（９億円）等

　【増減要因】　公共事業費の減等

□　商工費（対前年度比　２.０％減）

　【主な事業】　中小企業金融対策費（３５３億円）、小規模事業対策費（１３億円）、

　　　　　　　企業立地フォローアップ等対策費（１０億円)、組織化指導費（３億円)等

　【増減要因】　企業立地フォローアップ等対策費の減等
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□　土木費（対前年度比　３.８％減）

　【主な事業】　道路新設改良事業、河川事業、砂防事業、港湾建設事業、直轄高速自動

　　　　　　　車国道事業負担金等の公共事業（５５０億円）、県営住宅管理費（１１億

　　　　　　　円）等

　【増減要因】　公共事業費の減等

□　警察費（対前年度比　２.５％増）

　【主な事業】　警察庁舎建設費（１２億円）、交通安全施設整備事業費（１０億円）、

　　　　　　　警察施設費（９億円）、運転免許費（７億円）等

　【増減要因】　日向警察署庁舎建設整備事業の増等

□　教育費（対前年度比　３.６％減）

　【主な事業】　県立学校運営費（１７億円)、県立学校緊急耐震対策事業費（７億円）、

　　　　　　　私学振興費（７２億円）、県立看護大学運営費（１０億円）等

　【増減要因】　教職員人件費の減等

□　災害復旧費（対前年度比　同額）

　【増減要因】　前年度と同額を計上

□　公債費（対前年度比　５.６％増）

　【増減要因】　公債管理特別会計の設置に伴う繰出しの皆増

□　諸支出金（対前年度比　５.１％増）

　【主な事業】　地方消費税交付金（１１０億円）、地方消費税清算金（９５億円）、自

　　　　　　　動車取得税交付金（９億円）、ゴルフ場利用税交付金（４億円）等

　【増減要因】　地方消費税交付金、地方消費税清算金の増等
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 1 予算案の概要

 (5)　特別会計

    （単位：千円、％）

会　　計　　名
平成２４年度

当初予算
平成２３年度
６月補正後

対前年度
増 減 額

対前年度
増 減 率

開発事業特別資金 135,184 215,214 -80,030 -37.2

公 債 管 理 119,319,521 0 119,319,521 皆増

母子寡婦福祉資金 318,226 380,789 -62,563 -16.4

山 林 基 本 財 産 156,538 116,858 39,680 34.0

拡 大 造 林 事 業 167,580 208,983 -41,403 -19.8

林 業 改 善 資 金 257,079 258,002 -923 -0.4 
小 規 模 企 業 者 等
設 備 導 入 資 金 509,970 914,924 -404,954 -44.3
えびの高原スポーツレクリエー
シ ョ ン 施 設 430 3,552 -3,122 -87.9

県 営 国 民 宿 舎 317,839 317,383 456 0.1

就 農 支 援 資 金 209,495 194,514 14,981 7.7

沿岸漁業改善資金 166 909 190 880 23 971 12 6

□　県債の元利償還金等を管理する公債管理特別会計及び育英資金の貸与等を行う育英資金
  特別会計を新たに設置

□　小規模企業者等設備導入資金特別会計は、償還金の減等により、５億１０百万円（対前
  年度比４億５百万円、４４.３％減）

□　港湾整備事業特別会計は、細島港整備事業費の減等により、１９億９９百万円（対前年
  度比３億４１百万円、１４.６％減）

沿岸漁業改善資金 166,909 190,880 -23,971 -12.6

公共用地取得事業 283,071 476,001 -192,930 -40.5

港 湾 整 備 事 業 1,999,010 2,339,946 -340,936 -14.6

県立学校実習事業 191,343 173,053 18,290 10.6

育 英 資 金 1,464,480 0 1,464,480 皆増

合　　　　　計 125,496,675 5,790,099 119,706,576 2,067.4

 (6)　公営企業会計

    （単位：千円、％）

会　　計　　名
平成２４年度

当初予算
平成２３年度
６月補正後

対前年度
増 減 額

対前年度
増 減 率

電 気 事 業 6,275,927 6,611,613 -335,686 -5.1

工 業 用 水 道 事 業 447,772 416,686 31,086 7.5

地 域 振 興 事 業 50,115 45,817 4,298 9.4

県 立 病 院 事 業 35,038,046 31,723,784 3,314,262 10.4

合　　　　　計 41,811,860 38,797,900 3,013,960 7.8

□　電気事業会計は、修繕費の減等により、６２億７６百万円(対前年度比３億３６百万円､
　５.１％の減）、工業用水道事業会計は、建設改良費の増等により、４億４８百万円（対
　前年度比３１百万円、７.５％増）

□　県立病院事業会計は、建設改良費、給与費（退職給与金等）及び材料費の増等により､
　３５０億３８百万円（対前年度比３３億１４百万円、１０.４％増）
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 1 予算案の概要

(7)　財政改革の着実な取組

　　　【参考】｢第三期財政改革推進計画｣の取組状況

中期財政
見通し

実績額
中期財政
見通し

実績額

394 492 312 309
(公債管理特別会計管理分を含む額） (455) (554) (380) (377)

※１　収支不足額は、当初予算編成時（平成２３年度は６月補正後）の額

※２　見直し額（執行段階での経費節約等）は、２月補正後の額

※３　基金残高は、２月補正後の額（平成２４年度の実績額は、当初予算編成時点の額）

177

※3 財源調整のための基金残高

区　　　分

※1   収  支  不  足  額
　　 （一般財源ベース）

※2　 見   直　 し   額
　　 （一般財源ベース）

平成２３年度

222124

①　総括的事項

□　平成２４年度当初予算編成においては、社会保障関係費が大きく増加する中、２年目

　となる「第三期財政改革推進計画」(平成２３年６月策定)を踏まえ、人件費の削減や投

　資的経費の縮減・重点化、事務事業の徹底した見直し、財源確保策を積極的に推進

□　平成２４年度の収支不足は、財政改革の積極的な取組により、中期財政見通しにおけ

　る２５１億円程度から１８４億円程度まで圧縮

□　県債発行額は、投資的経費の縮減・重点化に加え、地方財政対策に伴う臨時財政対策

　債の減等により、７８９億円(対前年度比６億円、０.８％減）に抑制

　　臨時財政対策債を除く県債発行額は、国の経済対策により設置した地域活性化・公共

　投資臨時基金の活用が平成２３年度で終了したことにより増額が見込まれたが、３７０

　億円(対前年度比２億円､０.５％減）に圧縮

□　平成２４年度末の県債残高見込額は、近年の臨時財政対策債の発行増や平成２２年度

　の口蹄疫対策転貸債等の発行などにより、１兆５１９億円(平成２３年度末比１２億円､

　０.１％減)

　　なお、臨時財政対策債及び口蹄疫対策転貸債等を除く実質的な県債残高については、

　大きく減少し、５,９９２億円(平成２３年度末比３０５億円、４.８％減）

□　事業の必要性や役割分担のあり方等の観点から徹底して行った事務事業の見直しによ

　り捻出した財源等の一部を県政の重要施策に充当し､新規事業１２７件(７３億円程度)､

　改善事業１０８件(３０億円程度)を措置

□　収支不足額は前年度より縮小したものの、依然として多額の取崩しを行ったため、財

　源調整のための基金の平成２４年度末残高は、３０９億円程度の見込み

195 195

（単位：億円）

平成２４年度

251 184
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 1　予算案の概要

②　平成２４年度における収支不足額及び収支改善の取組

 □　当初見込まれた収支不足額（一般財源べース）

金　額

▲２５１

７

▲３３

４４

▲１６

▲２４９ ・・・（Ａ）

 □　収支改善の取組（一般財源べース）

収支改善額

１１

４

３６

１４

６５ ・・・（Ｂ）

 □　当初予算編成時点での収支不足額  (Ａ)+(Ｂ) ▲１８４ 億円

③　主な取組

 □　人件費の削減 ▲１１億円

(1) 特別職の給料・管理職手当の減額

　・　知事（▲20％）、副知事（▲10％）、その他特別職（▲5％）

　・　管理職手当（▲10％）

(2) 給与構造改革による一般職給与水準の引下げ

　（給料表の引下げによる給与改定については、別途▲３億円）

 □　投資的経費の縮減・重点化 　▲４億円

(1) 公共事業の重点化

(2) 必要性、緊急性が特に高いものを除き、施設の新規着工を凍結

　・　新直轄、維持管理経費を除き、前年度比▲５％の範囲内において、国の当初予

    算を勘案

  ・　新直轄、維持管理経費は所要額

 １　中期財政見通し上の収支不足額

 ２　平成２４年度地方財政対策等の影響

 ３　中期財政見通しより歳入が減少

 ４　中期財政見通しより歳出が減少

 １　人件費の縮減

 ２　投資的経費の縮減・重点化

 ３　事務事業の見直し

 ４　歳入確保対策

計

 ５　新規事業等の財源

計

区　　　　分

（単位：億円）

（単位：億円）

区　　　　分
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 1　予算案の概要

 □　事務事業の見直し ▲３６億円

【参考】主な見直し例

　・在宅歯科診療設備整備事業（事業の廃止）　

　・感染症危機管理対策事業（事業の縮小）　

　・園芸産地基盤強化緊急整備事業（事業内容の精査等による事業費縮減）　

　・農産物流通コスト削減総合支援事業（施策の集中化による事業費縮減）

　・人事給与オンラインシステム運営経費（契約期間の見直しによる経費削減）　

　・庁舎等の光熱水費（節電対策等による経費削減）　

 □　歳入確保対策 　１４億円

(1) 借換債の発行

　　公債費の平準化と負担軽減を図るため、借換債を発行（収支改善分６億円）

(2) 公営企業会計貸付金の活用

　　森林整備事業等の財源として公営企業会計から借入れ

　　　平成22～25年度：毎年度６億円

(3) 行政財産の有効活用

　　公募方式による自動販売機の設置の増（１億円）

(4) 基金の効率的な運用

　　基金の運用方法の改善等（１億円）

(5) ネーミングライツの活用

　　　平成23～25年度 毎年度２千万円(県立芸術劇場→メディキット県民文化センター)

(8)　その他

①　ゼロ予算施策の推進

【主な施策】

　事業の必要性や役割分担のあり方等の観点から、県単補助金をはじめ、すべての事

務事業について、目的、効果等を検証しながら、徹底した見直し（スクラップ・アン

ド・ビルドを含む。）を行い、総額３６億円を削減

　　制度の改善や窓口サービスの充実、県有施設の有効活用・開放など、新たな予算を伴

　わずに県民サービスの向上に資する施策を積極的に推進

　・　防災出前講座の実施

  ・　業界団体と協働した災害時における木造の応急仮設住宅の供給体制の構築

　・　大学生ボランティアと協働した若者向け選挙啓発事業の実施

　・　ＩＣＴの利活用に係る企業等との協働研究を実施

  ・　ＮＰＯ法人設立に関する出前相談の実施

　・　障がい者支援施設等への物品発注の拡大等

　・　県ホームページでのデジタル空中写真の供覧

　・　水産関係補助事業等のメールマガジンによる情報提供

　・　県内重要港湾での県民向け社会見学の受入
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 1　予算案の概要

②　不適正な事務処理に関する再発防止策の着実な実施

　　・　「調整事務費」の措置（平成２０年度から）

　　　　緊急に必要となった備品等の購入に迅速に対応するための「調整事務費」を各部

      連絡調整課に措置（６百万円）

　　・　流用手続の簡略化（平成２０年度から）

　　　　同一目内の節間における予算の流用（流用禁止科目を除く。）について、各部局

      が主体的に対応

　　・　物品管理システムの指導強化（平成２０年度から）

　　　　指導専門員及び管理専門員による出先機関への物品管理事務に関する指導や本庁

      における物品の納品・検査体制の強化

　　・　メリットシステムの導入（平成２１年度から）

　　　　経費の節約を奨励するため、努力や創意工夫により生じた平成２３年度予算一般

      事務費の執行残額について、その一部を「調整事務費」に加算措置（４百万円）

　　不適正な事務処理の再発防止策として、引き続き、予算執行システムや物品調達シス

  テム面での対策を推進

　【主な施策】
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 1　予算案の概要

(1)　国の予算

平成２４年度 平成２３年度 伸率

90兆3,339億円 92兆4,116億円 ▲ 2.2% 

歳入のうち 42兆3,460億円 40兆9,270億円 3.5% 

44兆2,440億円 44兆2,980億円 ▲ 0.1% 

歳出のうち 68兆3,897億円 70兆8,625億円 ▲ 3.5% 

う ち 社 会 保 障 関 係 26兆3,901億円 28兆7,079億円 ▲ 8.1% 

う ち 地 方 交 付 税 交 付 金 等 16兆5,940億円 16兆7,845億円 ▲ 1.1% 

(2)　地方財政計画

平成２４年度 平成２３年度 伸率

81兆8,700億円 82兆5,054億円 ▲ 0.8% 

歳入のうち 59兆6,241億円 59兆4,990億円 0.2% 

地 方 交 付 税 17兆4,545億円 17兆3,734億円 0.5% 

臨 時 財 政 対 策 債 6兆1,333億円 6兆1,593億円 ▲ 0.4% 

地方交付税＋臨時財政対策債 23兆5,878億円 23兆5,327億円 0.2% 

歳出のうち 66兆4,600億円 66兆8,313億円 ▲ 0.6% 

投 資 単 独 事 業 費 5兆1,600億円 5兆3,558億円 ▲ 3.6% 

地 方 一 般 歳 出

公 債 金

□　東日本大震災からの復興、経済分野のフロンティアの開拓、分厚い中間層の復活、農
　林漁業の再生、エネルギー・環境政策の再設計の５つの重点分野を中心に、日本再生に
　取り組むとともに、地域主権改革改革の推進、既存予算の不断の見直しを実施
　
□　「中期財政フレーム｣(歳出の大枠約６８.４兆円、新規国債発行額約４４兆円)を堅持

□　基礎的財政収支対象経費（年金差額分(基礎年金国庫負担割合１／２と３６.５％の差
　額）を除く｡）は、６８兆３,８９７億円となり、対前度比で３.５％の減少
　　また、国債発行額は、４４兆２,４４０億円と０.１％の減少

□　地域主権改革に沿った財源の充実を図るため、別枠加算（１兆５００億円）の維持や
　地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金(３,５００億円）の活用等により、地
　方交付税を確保（対前年度比８１１億円、０.５％増）

□　一般財源総額については、中期財政フレーム（平成２４年度～平成２６年度）に基づ
　き、平成２３年度と同水準の５９兆６,２４１億円(対前年度比１,２５１億円、０.２％
　増）を確保

□　東日本大震災分を除く通常収支分の地方一般歳出の規模は、給与関係経費や投資的経

　費等の減により、対前年度比０.６％の減少

区　　　　　　　　分

一 般 財 源 総 額

地　方　財　政　計　画（通常収支分）

区　　　　　　　　分

基礎的財政収支対象経費

一　　　般　　　会　　　計

税 収

（参考） 国の予算・地方財政計画の状況
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